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Ⅰ 調査・検討の背景
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小谷村の現状と「小さな拠点」構想



■村の人口の見通し
• 村の人口は1980年以降減少が続いており、2010年に3220人（毎月人口異動調査）に、2040年に1602人、2060年には

909人（2040/60年のいずれも、社人研推計準拠）まで減少するという推計もある。
• 高齢者数は2025年まで横ばいで推移するが、その後は減少に転じる。
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これからの村の人口の予測

2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

年少人口(0～14歳) 485 379 297 223 182 148 124 108 97 85 71 58

生産年齢人口(15～64歳) 2,291 1,958 1,557 1,320 1,183 1,010 863 715 595 522 478 429

老年人口(65～74歳) 617 536 460 427 327 315 316 285 255 189 123 99
老年人口(75歳以上) 632 658 617 652 647 597 523 493 454 428 387 323

総人口 4,025 3,531 2,932 2,621 2,339 2,070 1,825 1,602 1,401 1,224 1,059 909
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【図の出典・解説】
• 人口については社人研推計準拠を用いている。
• 要介護（要支援）認定者数は、平成22年10月時点（総務省「国勢調査」及び厚生労働省「介護給付費実態調査」）の年齢5歳区分別

（65歳以上）の要介護（要支援）認定割合を基本とし、将来においても同じ年齢層において同様の要介護認定を受けるものと仮定し
て、将来人口推計（国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」）の年齢5歳区分人口とその割合を乗じることに
よって算出した。

• 2015年、2025年の認知症高齢者数は、厚生労働省（平成25年6月7日副大臣会見資料p7）において試算された高齢者に占める認知
症高齢者割合と将来人口推計（国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」平成25年3月推計 ）の高齢者人口
を乗じることによって算出した。

• 2035年の認知症高齢者に関しては、同試算が算出されていないため、2025年の割合を用い、将来人口推計の高齢者人口を乗じる
ことによって算出した。

■将来の村の高齢化の状況

今後の高齢化状況と介護保険サービス需要量

元気高齢者 733人（75.3%）

974人

要介護認定者 241人 （24.7%）

要支援

要介護1-2

要介護3-5 98人

88人

55人

高
齢
者
人
口
（
65
歳
以
上
）

65
歳
未
満
人
口

元気高齢者 914人（80.7%）

1,177人

要介護認定者 219人 （19.3%）

要支援

要介護1-2

要介護3-5 84人

81人

54人

1,486人

2015年(H27)

総人口：2,908人

2025年(H32)

1,183人

総人口：2,339人

認知症
110
人

認知症

125

人

－23%
(対2015) －54%

(対2015)

-20%
(対2015)

-37%
(対2015)

＋10%
(対2015)

-7%
(対2015)

高齢者1人を支える人数：1.2人

高齢者1人を支える人数：1.3人

289人

年少人口（15歳未満）

182人
年少人口（15歳未満）

生産年齢人口
（64～15歳） 生産年齢人口

（64～15歳）

元気高齢者 574人（73.8%）

778人

要介護認定者 204人 （26.2%）

715人

2040年(H52)

総人口：1,602人

要支援

要介護1-2

要介護3-5 86人

74人

44人
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100
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高齢者1人を支える人数：0.9人
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うち75歳以上人口
（675人） うち75歳以上人口

（647人）

うち75歳以上人口
（493人）

• 高齢者人口のピークを今、まさに
迎えているところ。今後は減少傾
向に転じる。

• 要介護認定者数は2025年にかけ
て増加傾向にあるが、その後減少
に転じる。2040年には2015年
比-7％減が想定されている。

• 75歳以上人口の比率の高まりに
伴って、元気高齢者の割合が低下
する。2040年には高齢者のうち
26.2％が何らかの支援が必要な状
態となる。

• 生産年齢人口は減少が進み、
2025年には高齢者1人を支える
のに1.2人、2040年には0.9人と、
支えきれない状況となる。

• 高齢者の総数が減少を迎える中で、
質を維持したまま介護保険サービス
を提供できる体制を整備する必要が
ある。

• 現在も生産年齢人口への負担がか
かっているが、今後さらに負担増と
なる見込み。元気高齢者にも支える
側に回ってもらうとともに、できるだ
け長く健康な状態を維持できるよう
予防事業などを強化していく必要が
ある。



■75歳以上の高齢者が高い水準で推移する2025年（H37）まで、
さらに、その後、 高齢者が減少し続ける時代を見据えた
小谷版「地域包括ケア」の体制をつくること

• 高齢者が元気で活躍、健康長寿で自立した生活を送ることができる
• 介護が必要になっても、住み慣れた自宅や地域で生活を継続することができる
• 高齢者数が減少しても持続可能な福祉サービスやケアの提供体制をつくる
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村の重点課題

■若い世代が住み続けたいと思える魅力的で安定した暮らしが営める
環境をつくること

• 子育てしやすい
• 魅力的な仕事や交流がある
• 生活の利便性が確保されている

幸せな高齢期をつくるための
持続可能な村の環境を整備する

村への移住・定住者を増やす

若
者
か
ら
高
齢
者
ま
で
暮
ら
し
や
す
い
村

人
口
の
確
保
／
５
４
集
落
の
継
続
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小谷版「小さな拠点」のイメージ

■小さな拠点のイメージ（国土交通省資料）
 国の「小さな拠点」の定義

• 地域コミュニティの中心とな
る「拠点エリア」のこと。

• この「拠点エリア」の中に、
生活の継続に必要な機能を集
約させ、そのエリアから近隣
集落までを交通網で結ぶこと
で住民の生活の利便性を確保。

 小谷版「小さな拠点」の特徴
• 地域コミュニティの維持に必要な、様々なサービス・機能を集約した「複
合的な施設」を整備し、全村をカバーするサービス提供体制を構築する。

• さらに、「複合的な施設」では提供ができない機能でも、施設を運営する
事業者が村内、村外等のサービス提供者と連携し、ワンストップで提供で
きる体制をつくる。
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村の暮らしを守り未来を拓く「小さな拠点」への期待

１「小さな拠点づくり」の背景
• 食料品や日用品を扱う商店や診療所が閉鎖す

るなど日常生活に必要なサービス（機能）が
消失。コミュニティの機能も低下。
（過疎化による生活基盤の消失の負の循環）

２ 目的
• 地域の資源（人・サービス・施設・設

備）を集約化またはネットワーク化する
拠点をつくることで、暮らしの安心と未
来の希望を育む

●守りと攻めのサービス提供
・生活サービスの持続性の確保（守り）
・産業等の新たな価値の創造（攻め）

・生活に必要な機能を「拠点」に再整備・集約化
・周辺地域と情報・交通ネットワークで結ぶ

過疎地域での生活基盤を確保するとともに、
新たな人口流入の拠点としても機能することが
期待される

居住地

機能

圏域・マーケット

このままだと・・・
人口減少

人口減少により各機能の効率が低下し、
集落・地域を維持できなくなる恐れ

拠点への集約と
ネットワーク化



生活サービスの
提供拠点
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小谷村版「小さな拠点」の構想

■75歳以上の高齢者が高い水準で推移する2025年（H37）まで、
さらに、その後、 高齢者が減少し続ける時代を見据えた小谷版「地域包括ケア」の体制
をつくること

■若い世代が住み続けたいと思える魅力的で安定した暮らしが営める環境をつくること

村の
重点
課題

村の
重点
課題

住民の見守り・
目配り拠点

新たな活動や

しごと、生きがいが
広がる拠点

地域内の多世代の
出会いと交流の

拠点

いざというときの
防災拠点

地域外の
新たな人材の
受入れ拠点

小谷版
小さな拠点
の機能

民間の運営体による
・高いパフォーマンス
・雇用の創出
・持続可能な経営

※必要機能は要検討
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参考イメージ

「拠点施設」が核となり、周辺施設・関連事業者等と連携することで、村の暮らしを守り未来を拓く多様なサービスを提供
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参考イメージ


